
後世に引き継ぐ財産と債務のバランスは？

普 通 会 計 バ ラ

「後世へ引き継ぐ県の社会資本」と「債務返済の財源」

平成 平成
18年度末 17年度末 増減

１．有形固定資産 22,412 22,936 ▲ 524
(1)土木等 11,139 11,595 ▲ 456
①道路 16,172 15,933 239
②橋りょう 2,205 2,181 24
③河川 4,196 4,123 72

うちダム 711 694 16
④砂防 3,278 3,218 59
⑤都市公園 394 394 0

（減価償却累計額） ▲ 15,107 ▲ 14,255 ▲ 852
(2)農林水産 1,736 1,795 ▲ 58
①造林 153 152 0
②治山 3,250 3,203 46

（減価償却累計額） ▲ 1,666 ▲ 1,560 ▲ 105
(3)庁舎・学校などの建物 2,839 2,879 ▲ 39
①高等学校 1,161 1,120 40
②福祉施設 160 159 1
③警察施設 240 240 0
④県営住宅 281 281 0
⑤図書館等教育関連施設 519 519 0
⑥その他 1,888 1,871 17

（減価償却累計額） ▲ 1,413 ▲ 1,313 ▲ 100
(4)土地 6,557 6,515 41
(5)その他 137 150 ▲ 13
自動車，美術品，備品等 458 455 3

（減価償却累計額） ▲ 321 ▲ 305 ▲ 15
２．投資等 1,936 1,902 34
(1)投資・出資 586 573 13
(2)貸付金 493 514 ▲ 21
(3)基金（財調・減債以外） 856 814 42
３．流動資産 760 780 ▲ 20
(1)現金・預金 533 552 ▲ 18
①財政調整基金 87 87 0
②減債基金 318 326 ▲ 8
③歳計現金 128 138 ▲ 9

(2)未収金 94 94 0
うち地方税 69 71 ▲ 2

(3)普通財産 136 138 ▲ 2
（不 納 引 当 金） ▲ 5 ▲ 4 0

資産合計 25,108 25,618 ▲ 510
億円

資産の部
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「後世の負担となる県の債務」

平成 平成
18年度末 17年度末 増減

1.県債 14,045 13,959 86
①農林水産費の財源として 2,144 2,220 ▲ 76
②土木費の財源として 7,875 7,892 ▲ 17
③警察費の財源として 105 104 1
④教育費の財源として 672 647 25
⑤その他 3,247 3,094 152

うち翌年度償還予定分 1,061 957 103
2.退職給与引当金 3,207 3,123 84
うち警察本部 465 456 9
うち教育委員会 2,178 2,097 81

3.その他（緊急雇用創出特別対策基金等） 0 0 0

負債合計 17,253 17,082 170

億円

「国等による施設整備支援」と「これまでの一般財源の累計」

平成 平成
18年度末 17年度末 増減

1.国庫支出金（資産取得の財源） 7,099 7,198 ▲ 99
うち期首残高 7,198
うち当期増加額 194
うち当期戻入額 ▲ 293

2.市町村等支出金（資産取得の財源） 679 693 ▲ 14
うち期首残高 693
うち当期増加額 21
うち当期戻入額 ▲ 35

3.一般財源等（行政コストvs税負担） 76 643 ▲ 567
うち期首残高 643
うち当期増減額 ▲ 567

正味資産合計 7,854 8,535 ▲ 680
億円

負債・正味資産合計 25,108 25,618 ▲ 510
億円

計数については原則として表示単位未満を切捨て処理しているので，合計等
と一致しない場合があります。マイナスは▲表示しています。

負債の部

正味資産の部


